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Ⅰ 財務書類の作成にあたって 

総務省は、「地方公共団体における行政改革の更なる推進ための指針の策定について」の中

で、地方公共団体が公会計の整備について積極的に取り組むことを求めています。 
 現金主義・単式簿記を特徴とする現在の地方公共団体の会計制度に対して公会計制度とは、

発生主義・複式簿記などの企業会計手法を導入した会計のことです。この会計制度での財務

書類の開示については、公会計制度の取り組みが進んでいる団体、都道府県、人口３万人以

上の都市に対しては平成２１年度中に、取り組みが進んでいない団体、町村、人口３万人未

満の都市に対しては平成２３年度中までに取り組むこととされています。 
 平成２２年度の財務書類は、平成２３年３月３１日を基準日として、「総務省方式改訂モデ

ル」で「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」を作成し

ました。 
 

Ⅱ ４表の相関図 

        貸借対照表                    行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      資金収支計算書                  純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※財務書類は各項目を計算するうえで千円未満を四捨五入した都合上、合計額と一致しない場合があ

ります。 

資産     負債 

 

 

 

歳計現金 
純資産 

経常行政コスト 

│ 

経常収益 

∥ 

 

支出 

│ 

収入 

∥ 

歳計現金増減額 

┼ 

期首歳計現金残高 

∥ 

 

期首純資産残高 

│ 

 

┼ 

一般財源、補助金受入等 

┼ 

─ 

資産評価替等 

∥ 

 

純経常行政コスト 

純経常行政コスト 

 

期末歳計現金残高 期末純資産残高 
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Ⅲ 普通会計の財務書類４表 

 １ 貸借対照表 

   年度末における資産、負債等の状況を表した財務書類で、これまでの形成された建物

や土地などの資産と、その資産を形成するために要した負債や財源との関係を表したも

のです。 

                                   （単位：千円） 

借      方 貸      方 

資産の部（これまで形成してきた資産） 負債の部（将来の世代が負担する金額） 

１ 公共資産          52,238,594 １ 固定負債 14,620,140 

(1)有形固定資産 52,221,841 (1)地方債 12,572,159 

(2)売却可能資産 16,753 (2)退職手当引当金 2,047,981 

２ 投資等 3,379,182 ２ 流動負債 1,591,957 

(1)投資及び出資金 200,171 (1)翌年度償還予定地方債 1,490,597 

(2)貸付金 205,322 (2)賞与引当金 101,360 

(3)基金等 2,912,427   

(4)長期延滞債権 78,255 負 債 合 計 16,212,097 

(5)回収不能見込額 △16,993 純資産の部（これまでの世代が負担した金額） 

３ 流動資産 

(1)財政調整基金、減債基金 

2,167,899 

1,741,000 

１ 公共資産等整備国庫補助金等 

２ 公共資産等整備一般財源等 

8,106,417 

37,981,642 

(2)歳計現金 404,221 ３ その他一般財源等 △4,593,402 

(3)未収金 28,405 ４ 資産評価差額 78,921 

(4)回収不能見込額 △5,727 純 資 産 合 計 41,573,578 

資 産 合 計 57,785,675 負債・純資産合計 57,785,675 

 
  （１）貸借対照表の概要 

  【資産の部】 
   ①公共資産 

     公共資産は、「有形固定資産」と「売却可能資産」で構成されており、前年度より

６億８９５万円減の５２２億３，８５９万４千円で資産の９０．４％を占めていま

す。 
「有形固定資産」は、昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費累計額を取

得原価とし、用地取得費以外は減価償却後の資産を計上しています。前年度より６

億３１５万円減の５２２億２，１８４万１千円で、行政目的別の内訳では、道路や

町営住宅などの「生活インフラ・国土保全」が４５．６％、次に学校や文化施設の

「教育」が２５．７％となっています。 

「売却可能資産」は現に公用又は公共用に供されていない資産で、次年度に売却

を予定しているものです。前年度より５８０万円減の１，６７５万３千円となって

います。 
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   ②投資等 

     投資等は、第三セクター等への「投資及び出資金」や「貸付金」、「基金」、回収期

限から１年以上回収できていない「長期延滞債権」などで構成されており、前年度

より６億６，９７４万４千円増の３３億７，９１８万２千円となっています。 

     「長期延滞債権」は、町税や使用料・手数料、貸付金等の収入未済額のうち、調

定年度が前年度以前のものです。 
      

   ③流動資産 

     流動資産は、現金や必要に応じてすぐに使える「基金」、税金等の「未収金」、「回

収不能見込額」などで構成されており、前年度より５，８０９万１千円減の２１億

６，７８９万９千円となっています。 

「回収不能見込額」は、町税や使用料、手数料、貸付金等の収入未済額のうち回収

不能が見込まれる金額を過去の不納欠損実積率により算定し計上しています。 

      

  【負債の部】 

   ①固定負債 

     固定負債は、翌々年度以降に償還される「地方債」や仮に年度末に職員全員が普

通退職した場合に必要になる退職手当の「退職手当引当金」などで構成されており、

前年度より７億９，９０７万４千円減の１４６億２，０１４万円となっています。 

 

   ②流動負債 

     流動負債は、１年以内に支払や返済をしなければならないもので「翌年度償還予

定地方債」や翌年度の６月に支払われる期末・勤勉手当のうち、１２月から３月ま

での負担相当額である「賞与引当金」などで構成されており、前年度より２，５１

４万６千円減の１５億９，１９５万７千円となっています。 
 

  【純資産の部】 

   ①公共資産等整備国庫補助金等 

     住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち国・県から受けた補助

金は、前年度より３億４，００６万８千円減の８１億６４１万７千円となっていま

す。 

 

   ②公共資産等整備一般財源等 

     住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、上記の国県補助金等

と建設地方債を除いた部分は、前年度より９億７，３９６万６千円増の３７９億８，

１６４万２千円となっています。 
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③その他一般財源等 

     公共資産等以外の資産から公共資産整備財源以外の負債を差し引いた額は、前年

度より１億３，３０６万２千円増のマイナス４５億９，３４０万２千円となってい

ます。これは、翌年度以降自由に使えるお金がすでに拘束されているということに

なります。 

    

  （２）町民一人あたりの貸借対照表 

（平成２３年３月３１日現在 人口：２２，０９３人） 

                                （単位：千円） 

借   方 貸   方 

【資産の部】 

１ 公共資産      2,365 

２ 投資等        153 

３ 流動資産        98 

 

 

 

 

 

資産合計                2,616 

【負債の部】 

１ 固定負債             662 

２ 流動負債              72 

 

負債合計         734 

 

【純資産の部】  

純資産合計      1,882 

 

負債・純資産合計    2,616 

 

    町民一人あたりでは、資産は前年度より３万８千円増の２６１万６千円、負債は前 

年度より２万６千円減の７３４千円となっています。純資産は、前年度より６万４千

円増の１８８万２千円となっています。 

 

（３）貸借対照表からわかる分析指標の前年度との比較 

   ①社会資本形成の世代間負担率  純資産合計額÷公共資産合計×１００ 

     社会資本整備のうち、これまでの世代によって負担した割合を表しています。こ

の比率が高いほど、将来への負担が低いことになります。平均値は５０％～９０％

とされています。 

年  度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

これまでの世代による社会資本

負担比率 
７４．２％ ７７．１％ ７９．６％ 
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   ②資産老朽化比率  減価償却累計額合計÷償却資産取得価額等合計×１００ 

     償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合により、償却資産が平均して

どの程度老朽化しているかを表します。５０％以上は老朽化がかなり進んでいると

いえます。平均値は３５％～５０％とされています。 

年  度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

資産老朽化比率 ４８．５％ ４７．４％ ４９．０％ 

 

 

２ 行政コスト計算書 

  １年間に人的サービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービス 

にかかった費用と、その財源である使用料・手数料や負担金などを明らかにしたもので

す。 

 

 

                （単位：千円） 

経 常 行 政 コ ス ト 9,587,815 

１ 人にかかるコスト 

２ 物にかかるコスト 

３ 移転支出的なコスト 

４ その他のコスト 

1,891,330 

3,842,875 

3,639,241 

214,369 

経 常 収 益 306,581 

１ 使用料・手数料 

２ 分担金・負担金・寄附金 

227,320 

79,261 

純経常行政コスト（経常行政コスト―経常収益） 9,281,234 

 

 

（１）行政コスト計算書の概要 

【経常行政コスト】 

①人にかかるコスト 

   人にかかるコストは、「人件費」、「退職手当引当金繰入額等」、「賞与引当金繰入

額」で構成されており、前年度より９，２２５万３千円減の１８億９，１３３万円

となっています。 

 

②物にかかるコスト 

   物にかかるコストは、「物件費」、「維持補修費」、「減価償却費」で構成されてお

り、前年度より２，６２９万円増の３８億４，２８７万５千円となっています。 
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③移転支出的なコスト 

   移転支出的なコストは、「社会保障給付」、「補助金等」、「他会計への支出額」、「他

団体への公共資産整備補助金等」で構成されており、前年度より３億２６４万９千

円増の３６億３，９２４万１千円となっています。 

 

④その他のコスト 

   その他のコストは、「支払利息」、「回収不能見込計上額」、「その他行政コスト」

で構成され、前年度より５，６００万９千円減の２億１，４３６万９千円となって

います。 

 

 

【経常収益】 

 ①使用料・手数料 

   使用料・手数料は、前年度より１，０１６万７千円増の２億２，７３２万円とな

っています。 

 

 ②分担金・負担金・寄附金 

   分担金・負担金・寄附金は、前年度より４５万円減の７，９２６万１千円となっ

ています。 

 

【純経常行政コスト】 

  経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、前年度より１億７，

０９６万円増の９２億８，１２３万４千円となっています。 

  

（２）町民一人あたりの行政コスト 

（平成２３年３月３１日現在 人口：２２，０９３人） 

                           （単位：千円） 

経 常 行 政 コ ス ト 434 

１ 人にかかるコスト 

２ 物にかかるコスト 

３ 移転支出的なコスト 

４ その他のコスト 

85 

174 

165 

10 

経 常 収 益 14 

１ 使用料・手数料 

２ 分担金・負担金・寄附金 

10 

4 

純経常行政コスト（経常行政コスト―経常収益） 420 

 

町民一人あたりでは、経常行政コストは前年度より１万４千円増の４３万４千円、

経常収益は前年度より１千円増の１万４千円となっています。 
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  （３）行政コスト計算書からわかる分析指標の前年度との比較 

   ①受益者負担比率  経常収益÷経常行政コスト×１００ 

     行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益

の経常行政コストに対する割合を算定することにより受益者負担割合を表していま

す。平均値は、２％～８％とされています。 

     

年  度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

受益者負担比率 ３．２％ ３．２％ ３．２％ 

 

 

 

３ 純資産変動計算書 

  貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したかを表しています。 

 

                            （単位：千円） 

期首純資産残高 40,746,655 

純経常行政コスト △9,281,234 

一般財源 

 地方税 

 地方交付税 

 その他行政コスト充当財源 

 

1,432,173 

6,161,975 

744,113 

補助金等受入 1,703,943 

臨時損益 3,700 

資産評価替・無償受贈資産受入 62,253 

期末純資産残高 41,573,578 

  

 

（１）純資産変動計算書の概要 

 

①期首純資産残高 

   ２１年度末の純資産残高は４０７億４，６６５万５千円となっています。 

 

②純経常行政コスト 

   行政コスト計算書における「純経常行政コスト」は前年度より１億７，０９６万

円増のマイナス９２億８，１２３万４千円となっています。 
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③一般財源 

   一般財源は、「地方税」、「地方交付税」、「その他行政コスト充当財源」で構成さ

れています。 

   「地方税」は前年度より５，３６１万４千円減の１４億３，２１７万３千円とな

っています。「地方交付税」は前年度より３億９，５５７万９千円増の６１億６，

１９７万５千円となっています。「その他行政コスト充当財源」は、前年度より２

７５万３千円増の７億４，４１１万３千円となっています。 

 

④補助金等受入 

   補助金等受入は、「国庫補助金」、「県補助金」で構成されており、前年度より６

億３，７２６万９千円減の１７億３９４万３千円となっています。 

 

⑤臨時損益 

   臨時損益は、「災害復旧事業費」、「公共資産除売却損益」、「投資損失」で構成さ

れており、前年度より１３９万１千円減の３７０万円となっています。 

 

⑥資産評価替・無償受贈資産受入 

   売却可能資産として時価評価した際の評価差額や資産評価替えを行った場合と

寄附等により無償で受贈した場合の評価額で構成され、６，０２４万１千円増の６，

２２５万３千円となっています。 

 

 

４ 資金収支計算書 

  １年間の資金（歳計現金）の流れを「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投 

資・財務的収支の部」の３つに分けて表したものです。 

 

                           （単位：千円） 

期首資金残高 495,408 

１ 経常的収支 

   収 入 

   支 出 

２ 公共資産整備収支 

   収 入 

   支 出 

３ 投資・財務的収支 

   収 入 

   支 出 

3,377,656 

10,371,626 

6,933,970 

△727,213 

1,004,683 

1,731,896 

△2,741,630 

357,802 

3,099,432 

期末資金残高 404,221 
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（１）資金収支計算書の概要 

①経常的収支 

   経常的収支は、税、地方交付税、国庫補助金等の収入と人件費、物件費、社会保

障等の支出で構成され、前年度より６億９，８５４万５千円減の３３億７，７６５

万６千円となっています。 

   

②公共資産整備収支 

   公共資産整備収支は、国庫補助金、地方債発行額等の収入と公共資産取得の支出

で構成され、前年度より３億８７万７千円減のマイナス７億２，７２１万３千円と

なっています。この不足分は、経常的収支の差額で賄われたことになります。 

   

③投資・財務的収支 

   投資的・財務的収支は貸付金の返還額、地方債発行等の収入と貸付金、基金積立

金、地方債償還等の支出で構成され、前年度より５，７６２万５千円増のマイナス

２７億４，１６３万円となっています。この不足分は、経常的収支の差額で賄われ

たことになります。 

   

 ④期末資金残高 

   期末資金残高は、前年度より９，１１８万７千円減の４億４２２万１千円となっ

ています。 

 

 

 

（２）資金収支計算書からわかる分析指標の前年度との比較 

①歳入額対資産比率  資産合計÷歳入合計×１００ 

   歳入総額に対する資産の比率を算定することで、資産が何年分に相当するかがわ

かります。資産合計額は貸借対照表の数値、歳入合計は資金収支計算書の各部の収

入合計の総額に期首資金残高を加算した数値です。平均値は３年～７年とされてい

ます。 

年  度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

歳入対資産比率 ４．８５年 ４．６７年 ４．７３年 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 12,572,159

①生活インフラ・国土保全 23,834,212 (2) 長期未払金

②教育 13,407,112 ①物件の購入等

③福祉 2,066,814 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 632,730 ③その他

⑤産業振興 7,444,219 長期未払金計 0

⑥消防 638,640 (3) 退職手当引当金 2,047,981

⑦総務 4,198,114 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 52,221,841 固定負債合計 14,620,140

(2) 売却可能資産 16,753

公共資産合計 52,238,594 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,490,597

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 232,300 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 32,129 (5) 賞与引当金 101,360

投資及び出資金計 200,171 流動負債合計 1,591,957

(2) 貸付金 205,322

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 16,212,097

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 2,779,441

③土地開発基金 100,000 [純資産の部]

④その他定額運用基金 32,986 １　公共資産等整備国県補助金等 8,106,417

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 2,912,427 ２　公共資産等整備一般財源等 37,981,642

(4) 長期延滞債権 78,255

(5) 回収不能見込額 △ 16,993 ３　その他一般財源等 △ 4,593,402

投資等合計 3,379,182

４　資産評価差額 78,921

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 41,573,578

①財政調整基金 1,237,000

②減債基金 504,000

③歳計現金 404,221

現金預金計 2,145,221

(2) 未収金

①地方税 24,942

②その他 3,463

③回収不能見込額 △ 5,727

未収金計 22,678

流動資産合計 2,167,899

資　　産　　合　　計 57,785,675 負 債 ・ 純 資 産 合 計 57,785,675

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち11,263,676千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 21,664,566 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 14,062,756 千円 14,062,756 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 171,633 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 4,289,241 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 984,391 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 2,156,545 千円 2,156,545 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 16,801,758 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,941,508 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 332,880 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 13,527,370 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 4,862,808 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は8,201,312千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は42,308,030千円です。

163,090

4,231,192

23,526

0

項目
負債計上

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

549,353

0

171,633

4,289,241

[内訳]

金額

984,391

472,494

2,602,923

0

0

0

400,281

0

0

2,594,286

4,231,192

254,376

1,087,553

貸借対照表
(平成23年3月31日現在)

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

228,232

364,172
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行政コスト計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,658,015 17.3% 90,675 518,358 297,621 97,941 180,476 25,704 351,793 95,447 0

（２）退職手当引当金繰入等 131,955 1.4% 6,915 36,475 28,312 8,649 15,278 1,307 33,078 1,941 0

１ （３）賞与引当金繰入額 101,360 1.1% 4,532 31,619 18,731 5,792 10,759 1,561 22,319 6,047 0

小　　計 1,891,330 19.7% 102,122 586,452 344,664 112,382 206,513 28,572 407,190 103,435 0

（１）物件費 1,668,316 17.4% 289,546 561,455 170,237 187,452 193,628 18,942 242,001 5,055 0

（２）維持補修費 70,507 0.7% 26,766 12,172 1,853 234 15,106 856 13,520 0

（３）減価償却費 2,104,052 21.9% 630,915 372,071 133,518 33,421 674,742 48,357 211,028

小　　計 3,842,875 40.1% 947,227 945,698 305,608 221,107 883,476 68,155 466,549 5,055 0

（１）社会保障給付 1,020,126 10.6% 12,698 1,007,428 0

（２）補助金等 1,150,487 12.0% 5,623 38,609 186,129 257,850 212,407 377,324 71,540 1,005 0

３ （３）他会計等への支出額 1,178,982 12.3% 95,669 0 836,690 121,646 121,610 3,367 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

289,646 3.0% 3,461 0 62,733 34,840 185,310 0 3,302 0

小　　計 3,639,241 38.0% 104,753 51,307 2,092,980 414,336 519,327 380,691 74,842 1,005 0

（１）支払利息 220,420 2.3% 220,420

（２）回収不能見込計上額 △ 6,051 -0.1% △ 6,051

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 214,369 2.2% 0 0 0 0 0 0 0 0 220,420 △ 6,051 0

9,587,815 1,154,102 1,583,457 2,743,252 747,825 1,609,316 477,418 948,581 109,495 220,420 △ 6,051 0

（　構　成　比　率　） 12.0% 16.5% 28.6% 7.8% 16.8% 5.0% 9.9% 1.1% 2.3% -0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 227,320 9,081 23,224 66,051 36,798 43,394 0 9,655 0 5,749 0 33,368

２ 分担金・ 負担金・ 寄附 金 ｃ 79,261 0 1,905 69,375 0 26 0 686 0 0 0 7,269

306,581 9,081 25,129 135,426 36,798 43,420 0 10,341 0 5,749 0 40,637

ｄ／ａ 3.20% 0.8% 1.6% 4.9% 4.9% 2.7% 0.0% 1.1% 0.0% 2.6% 0.0%

9,281,234 1,145,021 1,558,328 2,607,826 711,027 1,565,896 477,418 938,240 109,495 214,671 △ 6,051 0 △ 40,637（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

1
1



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 40,746,655 8,446,485 37,007,676 △ 4,726,464 18,958

純経常行政コスト △ 9,281,234 △ 9,281,234

一般財源

地方税 1,432,173 1,432,173

地方交付税 6,161,975 6,161,975

その他行政コスト充当財源 744,113 744,113

補助金等受入 1,703,943 116,308 1,587,635

臨時損益

災害復旧事業費 △ 28 △ 28

公共資産除売却損益 8,077 8,077

投資損失 △ 4,349 △ 4,349

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 635,475 △ 635,475

公共資産処分による財源増 0 △ 5,200 7,490 △ 2,290

貸付金・出資金等への財源投入 845,231 △ 845,231

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 179,162 179,162 0

減価償却による財源増 △ 456,376 △ 1,647,676 2,104,052 0

地方債償還等に伴う財源振替 1,325,298 △ 1,325,298

資産評価替えによる変動額 234 234

無償受贈資産受入 62,019 62,019

その他 0

期末純資産残高 41,573,578 8,106,417 37,981,642 △ 4,593,402 78,921

純資産変動計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他の支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成22年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は138千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

36,402

資金収支計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,430,473

220,420

317,374

2,014,694

1,668,316

1,020,126

1,682,505

6,161,975

1,501,845

195,422

70,535

6,993,970

573,541

10,371,626

3,377,656

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

77,690

166,387

219,715

44,578

1,438,883

3,367

1,731,896

202,098

289,646

△ 727,213

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

123,700

802,585

0

0

1,004,683

0

134,484

8,450

157,700

776,716

273,590

0

3,099,432

8,168

1,880,856

△ 91,187

495,408

404,221

15,567

41,601

357,802

△ 2,741,630

0

2,101,138

38,808

868,759

11,734,111

1,180,000

0

11,825,298
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Ⅳ 町全体の財務書類４表 

 
 町では普通会計で行っている事業のほかに特別会計で行っている事業があります。これら

の会計を連結して町全体の財務書類を作成しました。会計間で行き来があった場合、その支

出及び収入を相殺消去しています。 

 

 

 

                 簡易水道事業特別会計 

                 下水道事業特別会計 

                 農業集落排水事業特別会計 

 国民健康保険特別会計 

 老人保健特別会計 

                 後期高齢者医療特別会計 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

                

                  

 

 

            

 

             
            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町全体 

普通会計 

内部取引 相殺消去等 

普通会計 

財務書類 

特別会計 

財務書類 

町全体 

財務書類 

＋ 

＋ 
－

 

＝ 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 26,417,435 ①普通会計地方債 12,572,159

②教育 13,407,112 ②公営事業地方債 5,664,113

③福祉 2,066,814  地方債計 18,236,272

④環境衛生 6,004,822 (2) 長期未払金 0

⑤産業振興 11,689,433 (3) 引当金 2,157,335

⑥消防 638,640 （うち退職手当等引当金） 2,157,335

⑦総務 4,198,114 （うちその他の引当金） 0

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 20,393,607

有形固定資産計 64,422,370

(2) 無形固定資産 0 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 16,753 (1) 翌年度償還予定地方債 1,809,322

公共資産合計 64,439,123 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 0

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 200,171 (5) 賞与引当金 106,510

(2) 貸付金 205,322 (6) その他 0

(3) 基金等 2,950,144 流動負債合計 1,915,832

(4) 長期延滞債権 178,263

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 22,309,439

(6) 回収不能見込額 △ 32,008

投資等合計 3,501,892

[純資産の部]

３　流動資産 １　公共資産等整備国県補助金等 9,060,024

(1) 資金 2,400,454 ２　公共資産等整備一般財源等 38,275,262

(2) 未収金 60,112 ３　その他一般財源等 △ 4,889,020

(3) 販売用不動産 0 ４　資産評価差額 78,921

(4) その他 0

(5) 回収不能見込額 △ 6,222 純　 資　 産　 合　 計 48,085,920

流動資産合計 2,454,344

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 70,395,359 負 債 及 び 純 資 産 合 計 70,395,359

町全体の貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,732,809 13.9% 96,254 518,358 346,036 111,314 187,903 25,704 351,793 95,447 0

（２）退職手当等引当金繰入等 180,390 1.4% 7,895 36,475 70,754 10,941 17,999 1,307 33,078 1,941 0

１ （３）賞与引当金繰入額 106,510 0.9% 4,837 31,619 22,299 6,623 11,205 1,561 22,319 6,047 0

小　　計 2,019,709 16.2% 108,986 586,452 439,089 128,878 217,107 28,572 407,190 103,435 0

（１）物件費 1,803,793 14.4% 297,134 561,455 222,915 231,525 224,766 18,942 242,001 5,055 0

（２）維持補修費 110,499 0.9% 26,766 12,172 1,853 5,804 49,528 856 13,520 0

（３）減価償却費 2,539,388 20.3% 705,350 372,071 133,518 244,562 824,502 48,357 211,028 0

小　　計 4,453,680 35.7% 1,029,250 945,698 358,286 481,891 1,098,796 68,155 466,549 5,055 0 0

（１）社会保障給付 2,752,365 22.0% 231 12,698 2,738,726 280 430 0 0 0

（２）補助金等 1,990,071 15.9% 36,284 38,609 995,052 257,850 212,407 377,324 71,540 1,005 0

（３）他会計等への支出額 568,420 4.6% 0 0 568,420 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

298,331 2.4% 12,146 0 62,733 34,840 185,310 0 3,302 0 0

小　　計 5,609,187 44.9% 48,661 51,307 4,364,931 292,970 398,147 377,324 74,842 1,005 0

（１）支払利息 360,924 2.9% 360,924

（２）回収不能見込計上額 △ 8,363 -0.1% △ 8,363

（３）その他行政コスト 50,041 0.4% 7,309 0 38,651 0 4,081 0 0 0 0

小　　計 402,602 3.2% 7,309 0 38,651 0 4,081 0 0 0 360,924 △ 8,363 0

12,485,178 1,194,206 1,583,457 5,200,957 903,739 1,718,131 474,051 948,581 109,495 360,924 △ 8,363 0

（　構　成　比　率　） 9.6% 12.7% 41.7% 7.2% 13.8% 3.8% 7.6% 0.9% 2.9% -0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 227,320 9,081 23,224 66,051 36,798 43,394 0 9,655 0 5,749 0 33,368

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 987,246 3,568 1,905 973,792 0 26 0 686 0 0 0 7,269

３ 保 険 料 675,523 675,523

４ 事 業 収 益 261,323 35,851 0 0 137,292 56,406 0 0 0 31,774 0

5 その他特定行政サービス 収入 7,360 262 0 4,455 2,628 15 0 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,158,772 48,762 25,129 1,719,821 176,718 99,841 0 10,341 0 37,523 0 40,637

ｂ／ａ 17.3% 4.1% 1.6% 33.1% 19.6% 5.8% 0.0% 1.1% 0.0% 10.4% 0.0%

10,326,406 1,145,444 1,558,328 3,481,136 727,021 1,618,290 474,051 938,240 109,495 323,401 △ 8,363 0 △ 40,637

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

（ 差引） 純経常行政コス ト ａ －ｂ

町全体の行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

２

３

４

1
6



 

 
 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 47,455,074

純経常行政コスト △ 10,326,406

一般財源

地方税 1,432,173

地方交付税 6,161,975

その他行政コスト充当財源 743,879

補助金等受入 2,553,272

臨時損益

災害復旧事業費 △ 28

公共資産除売却損益 8,077

投資損失 △ 4,349

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 234

無償受贈資産受入 62,019

その他 0

期末純資産残高 48,085,920

町全体の純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

8,168

738,209

0

2,374,700

2,400,454

0

43,481

412,182

△ 2,677,932

0

25,754

0

134,484

8,450

210,200

0

15,567

2,183,635

0

0

0

36,402

3,090,114

0

△ 738,554

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

123,700

233,387

858,085

0

0

0

1,091,472

13,139,228

3,442,239

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,531,695

298,331

1,830,026

0

170,842

219,715

0

0

136,015

581,260

6,161,975

2,319,885

195,422

990,171

673,533

259,937

2,583,717

2,690,737

360,924

152,635

9,696,989

1,430,473

町全体の資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,105,182

1,803,794
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Ⅴ 連結会計の財務書類４表 
  

普通会計や特別会計に加え、町と連携して行政サービスを実施している関係団体や法人を

含んで一つの行政サービス実施体とみなして作成したのが連結会計財務書類です。連結間で

行き来があった場合、その支出及び収入を相殺消去しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    
 

 

 

 

                    
 

 

 

                           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大曲仙北広域市町村圏組合 

大仙美郷環境事業組合 

大仙美郷介護福祉組合 

秋田県市町村総合事務組合 

秋田県市町村会館管理組合 

秋田県後期高齢者医療広域連合 

秋田県町村土地開発公社 

千畑ヘルス観光株式会社 

株式会社雁の里せんなん 

有限会社あったか山 

六郷開発株式会社 

六郷まちづくり株式会社 

財団法人美郷町スポーツ振興事業団 

株式会社美郷の大地 

 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

国民健康保険特別会計 

老人保健特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

町全体 

普通会計 

連結 

普通会計 

財務書類 

特別会計 

財務書類 

一部事務組

合財務書類 

地方三公社 

財務書類 
第三セクタ

ー財務書類 

内部取引 相殺消去等 

連結 

財務書類 

＋ 

＋ 
－ 

＝ 

19



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 26,417,435 ①普通会計地方債 12,572,159

②教育 13,948,225 ②公営事業地方債 5,664,113

③福祉 2,738,333  地方公共団体計 18,236,272

④環境衛生 7,390,315 (2) 関係団体

⑤産業振興 12,781,612 ①一部事務組合・広域連合地方債 1,141,577

⑥消防 858,686 ②地方三公社長期借入金 130,036

⑦総務 4,201,461 ③第三セクター等長期借入金 244,290

⑧収益事業 0  関係団体計 1,515,903

⑨その他 0 (3) 長期未払金 42,532

有形固定資産計 68,336,067 (4) 引当金 3,299,269

(2) 無形固定資産 1,549 （うち退職手当等引当金） 2,847,790

(3) 売却可能資産 16,753 （うちその他の引当金） 451,479

公共資産合計 68,354,369 (5) その他 0

固定負債合計 23,093,976

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 41,466 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 205,322 ①地方公共団体 1,809,322

(3) 基金等 3,357,383 ②関係団体 285,568

(4) 長期延滞債権 183,267  翌年度償還予定額計 2,094,890

(5) その他 62 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 35,463 (3) 未払金 18,161

投資等合計 3,752,037 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 170,660

(6) その他 14,109

３　流動資産 流動負債合計 2,297,820

(1) 資金 2,808,859

(2) 未収金 72,359 負　　債　　合　　計 25,391,796

(3) 販売用不動産 202,183

(4) その他 39,033 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 6,222 １　公共資産等整備国県補助金等 9,060,024

流動資産合計 3,116,212 ２　公共資産等整備一般財源等 38,275,262

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 △ 4,889,020

４　繰延勘定 761 ５　資産評価差額 78,921

純　 資　 産　 合　 計 49,831,583

資　　産　　合　　計 75,223,379 負 債 及 び 純 資 産 合 計 75,223,379

連結貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,413,486 13.2% 96,254 523,789 513,544 125,553 357,222 293,722 407,838 95,564 0

（２）退職手当等引当金繰入等 204,495 1.1% 7,895 36,891 78,543 10,518 37,848 △ 2,221 33,080 1,941 0

１ （３）賞与引当金繰入額 170,659 0.9% 4,837 32,000 66,563 7,447 12,533 15,498 25,722 6,059 0

小　　計 2,788,640 15.2% 108,986 592,680 658,650 143,518 407,603 306,999 466,640 103,564 0

（１）物件費 2,308,276 12.6% 297,134 566,667 434,559 329,460 388,021 39,963 247,324 5,148 0

（２）維持補修費 130,358 0.7% 26,766 12,460 5,724 13,632 56,928 1,205 13,643 0

（３）減価償却費 2,765,803 15.1% 705,350 411,007 190,997 330,565 849,433 67,290 211,161 0

小　　計 5,204,437 28.4% 1,029,250 990,134 631,280 673,657 1,294,382 108,458 472,128 5,148 0 0

（１）社会保障給付 7,871,907 43.0% 231 12,698 7,858,268 280 430 0 0 0

（２）補助金等 1,255,144 6.9% 36,284 32,982 869,149 25,561 207,084 20,031 63,055 998 0

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

304,011 1.7% 12,146 0 68,413 34,840 185,310 0 3,302 0 0

小　　計 9,431,062 51.5% 48,661 45,680 8,795,830 60,681 392,824 20,031 66,357 998 0

（１）支払利息 394,153 2.2% 394,153

（２）回収不能見込計上額 △ 7,174 0.0% △ 7,174

（３）その他行政コスト 494,445 2.7% 7,309 318 66,988 0 259,356 0 126,283 0 34,191

小　　計 881,424 4.8% 7,309 318 66,988 0 259,356 0 126,283 0 394,153 △ 7,174 34,191

18,305,563 1,194,206 1,628,812 10,152,748 877,856 2,354,165 435,488 1,131,408 109,710 394,153 △ 7,174 34,191

（　構　成　比　率　） 6.5% 8.9% 55.5% 4.8% 12.9% 2.4% 6.2% 0.6% 2.2% 0.0% 0.2%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 560,646 9,081 23,224 368,634 60,935 43,394 292 11,258 0 5,961 0 37,867

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 2,830,154 3,568 1,905 2,550,321 0 26 0 686 0 7,161 0 266,487

３ 保 険 料 1,220,378 1,220,378

４ 事 業 収 益 991,566 35,851 6,052 0 137,292 648,733 0 131,864 0 31,774 0

5 その他特定行政サービス 収入 31,150 262 187 4,829 2,628 14,880 8,357 7 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,633,894 48,762 31,368 4,144,162 200,855 707,033 8,649 143,815 0 44,896 0 304,354

ｂ／ａ 30.8% 4.1% 1.9% 40.8% 22.9% 30.0% 2.0% 12.7% 0.0% 11.4% 0.0%

12,671,669 1,145,444 1,597,444 6,008,586 677,001 1,647,132 426,839 987,593 109,710 349,257 △ 7,174 34,191 △ 304,354（ 差引） 純経常行政コス ト ａ －ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

2
1



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 49,252,706

純経常行政コスト △ 12,671,669

一般財源

地方税 1,432,173

地方交付税 6,161,975

その他行政コスト充当財源 767,009

補助金等受入 4,794,310

臨時損益

災害復旧事業費 △ 28

公共資産除売却損益 10,434

投資損失 △ 4,349

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 234

無償受贈資産受入 62,019

その他 26,769

期末純資産残高 49,831,583

連結純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,887,881

2,314,593

7,703,259

1,410,739

397,726

468,489

15,182,687

1,430,473

6,161,975

4,533,170

528,777

2,833,081

1,215,965

998,524

194,560

219,715

0

0

166,070

599,822

18,882,132

3,699,445

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,531,905

304,011

0

34,545

0

0

1,876,753

236,487

876,305

6,292

0

0

0

1,112,792

△ 763,961

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

129,705

784,443

8,168

2,355,532

151,483

0

0

0

3,429,576

24,652

140,489

245

8,450

210,200

0

18,204

0

43,499

2,808,859

445,494

△ 2,984,082

0

△ 48,597

2,860,377

△ 2,921
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Ⅵ 普通会計と連結会計の比較 
 

 

１ 貸借対照表 

  

美郷町の連結会計の状況を分析するためには、普通会計と連結会計を比較することが効果

的です。そこで、普通会計の貸借対照表と連結会計の貸借対照表を比較すると次のようにな

ります。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

[資産の部] 普通会計 連結会計 連単比較 [負債の部] 普通会計 連結会計 連単比較

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 23,834,212 26,417,435 2,583,223 ①普通会計地方債 12,572,159 12,572,159 0

②教育 13,407,112 13,948,225 541,113 ②公営事業地方債 0 5,664,113 5,664,113

③福祉 2,066,814 2,738,333 671,519  地方公共団体計 12,572,159 18,236,272 5,664,113

④環境衛生 632,730 7,390,315 6,757,585 (2) 関係団体

⑤産業振興 7,444,219 12,781,612 5,337,393 ①一部事務組合・広域連合地方債 0 1,141,577 1,141,577

⑥消防 638,640 858,686 220,046 ②地方三公社長期借入金 0 130,036 130,036

⑦総務 4,198,114 4,201,461 3,347 ③第三セクター等長期借入金 0 244,290 244,290

⑧収益事業 0 0 0  関係団体計 0 1,515,903 1,515,903

⑨その他 0 0 0 (3) 長期未払金 0 42,532 42,532

有形固定資産計 52,221,841 68,336,067 16,114,226 (4) 引当金 2,047,981 3,299,269 1,251,288

(2) 無形固定資産 0 1,549 1,549 （うち退職手当等引当金） 2,047,981 2,847,790 799,809

(3) 売却可能資産 16,753 16,753 0 （うちその他の引当金） 0 451,479 451,479

公共資産合計 52,238,594 68,354,369 16,115,775 (5) その他 0 0 0

固定負債合計 14,620,140 23,093,976 8,473,836

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 200,171 41,466 △ 158,705 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 205,322 205,322 0 ①地方公共団体 1,490,597 1,809,322 318,725

(3) 基金等 2,912,427 3,357,383 444,956 ②関係団体 0 285,568 285,568

(4) 長期延滞債権 78,255 183,267 105,012  翌年度償還予定額計 1,490,597 2,094,890 604,293

(5) その他 0 62 62 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0 0 0

(6) 回収不能見込額 △ 16,993 △ 35,463 △ 18,470 (3) 未払金 0 18,161 18,161

投資等合計 3,379,182 3,752,037 372,855 (4) 翌年度支払予定退職手当 0 0 0

(5) 賞与引当金 101,360 170,660 69,300

(6) その他 0 14,109 14,109

３　流動資産 流動負債合計 1,591,957 2,297,820 705,863

(1) 資金 2,145,221 2,808,859 663,638

(2) 未収金 24,942 72,359 47,417 負　　債　　合　　計 16,212,097 25,391,796 9,179,699

(3) 販売用不動産 0 202,183 202,183

(4) その他 3,463 39,033 35,570 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 5,727 △ 6,222 △ 495 １　公共資産等整備国県補助金等 #REF!

流動資産合計 2,167,899 3,116,212 948,313 ２　公共資産等整備一般財源等 #REF!

３　他団体及び民間出資分 #REF!

４　その他一般財源等 #REF!

４　繰延勘定 0 761 761 ５　資産評価差額 #REF!

純　 資　 産　 合　 計 41,573,578 49,831,583 8,258,005

資　　産　　合　　計 57,785,675 75,223,379 17,437,704 負 債 及 び 純 資 産 合 計 57,785,675 75,223,379 17,437,704

連単比較貸借対照表

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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   ①資産の部 

公共資産合計は、普通会計と比べて１６１億１，５７７万５千円増加し、６８３

億５，４３６万９千円となっています。環境衛生部門、産業振興部門が大きいこと

がわかります。 

     投資等合計は、普通会計と比べて３億７，２８５万５千円増加し、３７億５，２

０３万７千円となっています。投資及び出資金は１億５，８７０万５千円減少して

いますが、これは、普通会計から連結団体へ出資した金額が連結ベースで相殺消去

されて出資金として計上されないことによるものです。 

     流動資産合計は、普通会計と比べて９億４，８３１万３千円増加し、３１億１，

６２１万２千円となっています。 

     資産合計では普通会計と比べて１７４億３，７７０万４千円増加の７５２億２，

３６７万９千円となっています。 

   

   ②負債の部 

     固定負債合計は、普通会計と比べて８４億７，３８３万６千円増加し、２３０億

９，３９７万６千円となっています。最も増加が大きいのは、固定負債の地方公共

団体合計です。これは、簡易水道事業、下水道事業、農業集落排水事業の地方債に

よるものです。 

     流動負債の合計は、普通会計と比べて９１億７，９６９万９千円増加し、２５３

億９，１７９万６千円となっています。最も増加が大きいのは、翌年度償還額とな

っています。 

  

   ③純資産の部 

     純資産合計は、普通会計と比べて８２億５，８００万５千円増加し、４９８億３，

１５８万３千円となっています。これまでの世代が負担した金額はやはり普通会計

のほうが大きいことがわかります。 
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 ２ 行政コスト計算書 
 

  行政コスト計算書について、普通会計と連結会計を比較すると次のようになります。 
 

 

（単位：千円）

普通会計 連結会計 連単比較

1,154,102 1,194,206 40,104

1,583,457 1,628,812 45,355

2,743,252 10,152,748 7,409,496

747,825 877,856 130,031

1,609,316 2,354,165 744,849

477,418 435,488 △ 41,930

948,581 1,131,408 182,827

109,495 109,710 215

220,420 394,153 173,733

△ 6,051 △ 7,174 △ 1,123

0 34,191 34,191

9,587,815 18,305,563 8,717,748

227,320 560,646 333,326

79,261 2,830,154 2,750,893

1,220,378 1,220,378

991,566 991,566

31,150 31,150

0 0

306,581 5,633,894 5,327,313

9,281,234 12,671,669 3,390,435

（単位：千円）

普通会計 連結会計 連単比較

1,658,015 2,413,486 755,471

131,955 204,495 72,540

101,360 170,659 69,299

1,668,316 2,308,276 639,960

70,507 130,358 59,851

2,104,052 2,765,803 661,751

1,020,126 7,871,907 6,851,781

1,150,487 1,255,144 104,657

1,178,982 0 △ 1,178,982

289,646 304,011 14,365

220,420 394,153 173,733

△ 6,051 △ 7,174 △ 1,123

0 494,445 494,445

9,587,815 18,305,563 8,717,748

227,320 560,646 333,326

79,261 2,830,154 2,750,893

1,220,378 1,220,378

991,566 991,566

31,150 31,150

0 0

306,581 5,633,894 5,327,313

9,281,234 12,671,669 3,390,435

連単比較行政コスト計算書（目的別）

保険料

事業収益

その他特定行政サービス収入

使用料・手数料

【　経　常　行　政　コ　ス　ト　】

【　　経　　常　　収　　益　　】

生活インフラ・国土保全

他会計補助金等

分担金・負担金・寄附金

　経常収益合計

（差引）純行政コスト

議会費

支払利息

回収不能見込計上額

その他

　経常行政コスト合計

連単比較行政コスト計算書（性質別）

【　経　常　行　政　コ　ス　ト　】

人件費

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防

総務

退職手当引当金繰入等

賞与引当金繰入金

物件費

維持補修費

減価償却費

社会保障給付

補助金等

他会計への支出額

他団体への公共資産整備補助金等

支払利息

回収不能見込計上額

その他行政コスト

その他特定行政サービス収入

他会計補助金等

　経常収益合計

（差引）純行政コスト

　経常行政コスト合計

【　　経　　常　　収　　益　　】

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収益
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 ①目的別行政コスト 

   普通会計と比べて最も増加が大きいのは、福祉の行政コストで７４億９４９万６

千円となっています。これは、主に後期高齢者医療事業の３３億５６７万１千円、

国民健康保険事業の２５億１，８１９万３千円、介護保険事業２２億２，７９４万

３千円を合算したことによるものです。 

   次に、産業振興の行政コストで７億４，４８４万９千円の増加となっています。

これは、第三セクター事業によるものです。 

   総務が１億８，２８２万７千円の増加となっているのは、一部事務組合や広域連

合、町村土地開発公社を合算したことによるものです。 

 

 ②性質別行政コスト 

   普通会計と比べて最も増加が大きいのは、社会保障給付で６８億５，１７８万１

千円となっています。これは主に国民健康保険事業の１５億６，１５５万４千円、

後期高齢者医療事業の３１億９，３４６万９千円、介護保険事業の２０億９，１２

３万４千円を合算したことによるものです。 

   次に人件費が７億５，５４７万１千円の増加となっています。これは主に、大曲

仙北広域市町村圏組合の３億３，３６０万４千円、大仙美郷介護福祉組合の１億２，

７１６万８千円を合算したことによるものです。 

   減価償却費が６億６，１７５万１千円増加したのは、主に簡易水道事業の２億１，

１１４万１千円、農業集落排水事業の１億４，９７６万円、大仙美郷環境事業組合

の８，４８０万５千円を合算したことによるものです。 

   物件費が６億３，９９６万円増加したのは、主に大仙美郷介護福祉組合の１億３

６４万４千円、大仙美郷環境事業組合の９，２７１万３千円、大曲仙北広域市町村

圏組合の７，７７４万７千円を合算したことによるものです。 

 

 ③経常収益 

   普通会計と比べて５３億２，７３１万３千円増加し、圧倒的に普通会計以外での

収益が大きくなっています。 

   最も収益が増加したのは、分担金・負担金・寄附金で２７億５，０８９万３千円

となっています。これは主に、後期高齢者医療事業の１５億６，１７１万６千円、

国民健康保険事業の９億１，２４６万８千円、介護保険事業の６億９，５７６万５

千円を合算したことによるものです。 

   保険料が９億９，１５６万６千円増加したのは、主に国民健康保険事業の５億７，

８３３万３千円、介護保険事業の３億７，６２０万７千円、後期高齢者医療事業の

１億６，８６４万８千円を合算したことによるものです。 
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 ３ 純資産変動計算書  

  純資産変動計算書について、普通会計と連結会計を比較すると次のようになります。 
 

 

 
 

   ①純経常行政コスト 

     普通会計と比べて３３億９，０４３万５千円増加し、マイナス１２６億７，１６

６万９千円となっています。 

 

  ②一般財源 

    その他行政コスト充当財源が普通会計と比べて２，２８９万６千円増加し、７億

６，７００万９千円となっています。これは一部事務組合と広域連合を合算したこ

とによるものです。 

 

   ③補助金等受入 

     普通会計と比べて３０億９，０３６万７千円増加し、４７億９，４３１万円とな

っています。これは、主に後期高齢者医療事業の１３億４，６２１万２千円、介護

保険事業の８億８，７６７万８千円、国民健康保険事業の８億９，５０１万５千円

を合算したことによるものです。 

 

   ④期末純資産残高 

     普通会計と比べて８２億５，８００万５千円増加し、４９８億３，１５８万３千

円となっています。 

 

（単位：千円）

普通会計 連結会計 連単比較

40,746,655 49,252,706 8,506,051

△ 9,281,234 △ 12,671,669 △ 3,390,435

0

1,432,173 1,432,173 0

6,161,975 6,161,975 0

744,113 767,009 22,896

1,703,943 4,794,310 3,090,367

0

△ 28 △ 28 0

8,077 10,434 2,357

△ 4,349 △ 4,349 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

234 234 0

62,019 62,019 0

26,769 26,769

41,573,578 49,831,583 8,258,005期末純資産残高

　　公共資産除売却損益

　　地方交付税

　　その他行政コスト充当財源

　補助金等受入

　臨時損益

　　災害復旧事業費

　その他

　　投資損失

　　損失補償等引当金繰入

　資産評価替による変動額

　無償受贈資産受入

連単比較純資産変動計算書

期首純資産残高

　純経常行政コスト

　一般財源

　　地方税

　　収益事業純損失

　出資の受入・新規設立
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 ４ 資金収支計算書  

  資金収支計算書について、普通会計と連結会計を比較すると次のようになります。 
 

 
 

 

 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他の支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他の支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末歳計現金残高

１ 経 常 的 収 支 の 部

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

連結会計 連単比較普通会計

73,720

0

0

108,109

2,364,969

2,404,638

2,637

1,898

87,692

△ 242,452

0

42,590

△ 36,402

330,144

24,652

6,005

0

52,500

6,005

7,727

0

△ 273,590

474,676

245

△ 36,748

0

321,789

93,022

14,365

△ 3,367

144,857

34,389

0

34,545

2,755,391

28,173

0

121,492

26,281

8,510,506

998,524

0

0

397,954

8,188,717

0

0

3,031,325

333,355

873,187

646,277

6,683,133

△ 271,766

177,306

△ 317,374

8,450

△ 91,187

495,408

404,221

157,700

15,567

41,601

357,802

△ 2,741,630

0

1,880,856

0

36,402

3,099,432

0

134,484

0

0

0

0

0

123,700

776,716

8,168

273,590

0

1,004,683

△ 727,213

289,646

3,367

1,731,896

202,098

802,585

0

0

0

1,438,883

573,541

10,371,626

3,377,656

70,535

6,993,970

1,430,473

6,161,975

1,501,845

195,422

2,014,694

1,668,316

1,020,126

1,682,505

220,420

317,374

1,430,473

397,726

0

2,887,881

2,314,593

7,703,259

1,410,739

4,533,170

528,777

468,489

15,182,687

599,822

18,882,132

6,161,975

2,833,081

194,560

219,715

166,070

77,690

166,387

998,524

0

0

0

219,715

44,578

0

1,531,905

0

1,876,753

236,487

304,011

3,699,445

0

34,545

876,305

0

0

1,112,792

151,483

0

24,652

140,489

8,450

0

129,705

△ 763,961

0

784,443

0

245

3,429,576

8,168

2,355,532

△ 48,597

2,860,377

2,808,859

18,204

43,499

445,494

△ 2,984,082

0

0 0 0

1,215,965 1,215,965

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6,292

0

0

6,292

210,200

0 △ 2,921 △ 2,921

連単比較資金収支計算書

0

151,483

0

0

0

0
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   ①経常的収支の部 

     支出の部で普通会計と比べて最も増加したのは、社会保障給付で６６億８，３１

３万３千円となっています。これは主に、後期高齢者医療事業の３０億２，４８２

万１千円、介護保険事業の２０億９，１２３万４千円、国民健康保険事業の１５億

６，１５５万４千円を合算したことによるものです。 

     収入の部で普通会計と比べて最も増加したのは、国県補助金等で３０億３，１３

２万５千円となっています。これは主に、後期高齢者医療事業の１３億２，１５５

万９千円、介護保険事業の８億８，７６７万８千円、国民健康保険事業の８億１，

７９８万３千円を合算したことによるものです。 

 

   ②公共資産整備収支の部 

支出の部で普通会計と比べて最も増加したのは、公共資産整備支出で９，３０２

万２千円となっています。これは主に、簡易水道事業の９，２８１万２千円を合算

したことによるものです。 

収入の部で普通会計と比べて最も増加したのは、地方債発行額で７，３７２万円

となっています。これは主に、簡易水道事業の４，６９０万円、大仙美郷環境事業

組合の１，３５９万円、下水道事業の８６０万円を合算したことによるものです。 

 

   ③投資・財務的収支の部 

     支出の部で普通会計と比べて最も増加したのは、地方債償還額で４億７，４６７

万６千円となっています。これは主に、簡易水道事業の１億４，８２４万７千円、

大仙美郷環境事業組合の１億１，８５０万２千円、農業集落排水事業の８，２６９

万３千円を合算したことによるものです。 

     収入の部で普通会計と比べて最も増加したのは、地方債発行額で５，２５０万円

となっています。これは農業集落排水事業の２，８８０万円、下水道事業の２，３

７０万円を合算したことによるものです。 
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